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Ⅰ　はじめに
　山形大学は，東北芸術工科大学との連携事業によって，2011年5月4日から１年間日帰りボ
ランティアバス「スマイル・エンジン」を運行（41便）させ，延べ1,633名のボランティアを
動員したが，定期便は2012年5月5日便をもって終了した１）。また，個人ボランティアの受付
けや調整を行ってきた現地のボランティアセンターも2012年度に入って閉鎖されるところが多
くなった。これは被災地に対する直接的な支援が必要なくなったためではなく，行政の行う復
興事業が本格化し，支援が人的ケアや知的支援にシフトしてきたためである。
　もちろん，被災者の方々の心の傷は永久に癒えることはないだろうし，被災地に対する直接
的な支援が今後も必要であることは間違いないが，行政による復興事業が進み，民間による直
接的な支援対象や支援機会が少なくなってきている中で，支援活動以外の目的で現地に入り，
被災地住民の心情を悪化させることを心配する人々も多い２）。一方，被災地の住民は，被災地
に対する世論の関心が薄れ，人々の足が被災地から遠のくことによって，現地の農林漁業や観
光による経済復興が遅れることを危惧している。
　支援活動は対個人から対社会に形を変え，被災地と非被災地の住民の双方が現況を把握し合
い，ディスカッションを通じて相互の理解を深めていく段階に入ったといえる。この変化に対
応し，今後もさらなる支援活動を継続していくためには，まず，非被災地の住民が明確な目的
意識を持って被災地を訪れ，自分の目と耳で状況を見つめ考える必要があると考える。
　東日本大震災を教訓にして，記憶を希薄化させることなく，今後の防減災を含めた復興の在
り方を考えいかなければならないとの考えから，山形大学では，2011年12月15日，宮城教育大
学，福島大学と共に「災害復興学」を学長の共同声明という形で立ち上げた。さらに，2012年
3月4日には，「災害復興学」の立ち上げシンポジウムを開催し，県内外からの関心が高まる
中で今後の動向が注目されている。「災害復興学」は，多様な科学的視点を有する大学が研究
機関として提案し，それを学内の研究者達が相互に連携しあいながら牽引，発展させていくべ
きである。同時に，大学は教育機関として，自らの判断によって支援を実行していく若い人材
を育成する場でもあり，大学教育に震災を見つめ考える講義が必要とされている。
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　これらの状況を鑑み，本学人文学部では，2012年度後期開講科目の一つである「地誌学」に
おいて「現地学習を中心にした災害復興学の実践」と題する教育プログラムを実施した。本研
究は，同講義の担当者が現地視察や住民との直接対話による災害復興学の実践過程を報告する
ものであり，人文地理学担当教員として「災害復興学」に地理学が果たす役割を指摘するとと
もに，学生の思考が変化していく過程や授業の進行に伴って発生した諸課題を明らかにするこ
とを目的とする。なお，現地学習の訪問先は，担当者の有する人的ネットワークの関係から，
宮城県の東松島市に設定した。
Ⅱ　教育プログラムの立案
2－1　YU - GP制度への申請
　本学人文学部は，阿部宏慈統括教育ディレクターの指示のもと，教育プログラム「現地学習
を中心にした災害復興学の実践」を策定し，2012年６月，2012年度の山形大学YU-GP 制度に
申請した。
　YU-GP 制度とは，教育ディレクターが実施する教育プログラムを財政的に支援するための
学内の競争的資金であり，2009年度より施行されている3）。対象となるのは，教育改革を目的
とする次の4つの取り組みである。
　　１．教育課程に関する取組
　　２．教育内容及び教育方法に関する取組
　　3．教育効果の検証及び教育成果の活用に関する取組
　　4．教育ディレクター制度を実質化するための取組
　本教育プログラムは，上記２及び4を念頭においた取り組みであり，現地学習によって，次
の時代を担う本学の学生に震災を「見つめ考える」機会を与え，自らの感覚で得た知識から震
災に対する意識を高めていくことを目的としている。本学の学生には被災地出身の者も多く，
他の学生も隣接県にある大学であることから震災に対する関心は高い。本取組によって得た知
識と意識は，彼らが社会になろうとする時や社会人になった時の大きな資産となると判断され，
実施担当者に同学部の人文地理学担当教員である山田が充てられた。
2－2　申請時の学習計画
　本教育プログラムのねらいは，被災地を見つめ考えることであり，一人でも多くの学生にで
きるだけ多くの現場を紹介することを優先した。そのためには現地での協力者が不可欠である
が，彼らとのコンタクトは山形県長井市で震災発生時から救援・支援活動に従事してきたボラ
ンティア活動家の八木文明氏にお願いした。
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　学生の自由意思を尊重するとの立場から，現地学習は自由参加の研修形式で行うこととし，
事後レポートの作成やグループ討論への参加は学生の意思に任せることにした。ただし，本教
育プログラムの内容を説明し，個々の学生に参加への目的意識を持たせるガイダンスへの出席
と東松島市の概略を知る事前レポートの作成は義務づけた。
　具体的な学習計画は以下の通りである。
　　１．説明会
　　２．東松島市に関する事前レポートの作成（自宅学習）
　　3．海苔養殖の再建を目指す養殖業者の取り組み（現地学習）
　　4．仙石線の再建計画に関わる行政と住民の行動（現地学習）
　　5．現地若年齢層による復興活動（現地学習）
　　６．仮設住宅集会所での避難者への聞き取り（現地学習）
　　７．グループ討論（学内ディスカッション）
　　８．現地学習に基づく事後レポートの作成（自宅学習）
　　９．レポートの内容によって発表会を開催
　　10．報告書の作成（レポートの公表）
　学生は，説明会で本教育プログラムの内容と現地学習の行程を知り（１），事前レポートを
作成して（２），参加可能な現地学習を選択する。4回目の現地学習終了後（3, 4, 5, ６），
学内でそれぞれが参加した現地学習の内容を報告し，参加しなかった現地学習の内容を相互に
把握ながら，自らが考えた復興の在り方を提示し合う（７）。グループ討論の結果を参考にして，
現地学習の事後レポートを作成する（８）。学生が自らの感覚で得た知識から震災に対する意
識を高めるといった本教育プログラムの学習到達目標を数量化することは難しいと思われるが，
事前，事後のレポートによって学生本人はもちろん，教員も学生の意識の向上や意見の形成過
程を捉えることが可能となる。そのため，学生の意識が大きく変わり，意見の集約が見られる
と判断した場合は，担当教員による報告会を開催することにした（９）。最後に，報告会開催
の有無に関係なく，本教育プログラムの総括とレポートの公表を目的とする報告書を作成する
（10）（図１）。
　現地学習は単純に現地に行くというものではなく，産業復興，鉄道再建，住民活動，避難生
活といったテーマごとに現地を視察し，行政職員，会社担当者，住民から話を聞きながら行政
対住民の関係の中で状況を体系的に（それぞれに比較可能な形で）把握させる。
　災害復興に関心のある学生が自らの意志で行う現地学習は，調査方法や解析方法，さらには
その出力方法を学ぶうえで有効であり，学生達は東日本大震災に対する認識を深め，復興計画
の方向性を理解できるようになる。また，教員や友人以外の人と交わることによって，自己主
張や協調性といったコミュニケーション能力の向上も期待できる。
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プログラムの具体的内容
説明会　プログラムの説明
　　　　東日本大震災および東松島市の概要
　　　　現地学習の諸注意
事前レポート　参加表明，現地学習の選択
　　　　　　　事前のイメージを既成資料を用いてまとめる
現地学習A－海苔養殖の再建を目指す養殖業者の取り組み
現地学習B－仙石線の再建計画に関わる行政と住民の行動
現地学習C－現地若年齢層による復興活動
現地学習D－仮設住宅集会所での避難者への聞き取り
グループ討論　学生同士による集団討論の形で意見を整理する
事後レポート　当初のイメージと実状との差を明示
　　　　　　　復興への方向性をまとめる
発表会　レポートの内容を見て教員が判断
報告書の作成
事後レポート
説明会
事前レポート
グループ討論
教員による
報告書の作成
教員による
報告会の開催
学生は，事前掲示によって，自由参加型の
研修として現地学習が開催されることを知
り，説明会に参加してその内容を理解する
参加を希望する学生は，訪問予定の現地に
ついて事前のレポートを作成し，その提出
をもって参加申し込みとする
訪問先の現況を報告し合い，４地区に関す
る総合的理解を図る
興味を持った事柄についてレポートを作成
する
図１．申請した教育プログラムの流れ
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Ⅲ　学習計画の変更
3－1　YU - GP制度採択に伴う指摘
　教育プログラム ｢現地学習を中心にした災害復興学の実践」は，書面とヒアリングの審査を
経て，2012年７月，山形大学 YU-GP 制度に採択された。
　審査総括において，同取り組みは，「東日本大震災からの復興現場に実際に赴くことで学生
たちにボランティア活動の次に求められることを考えさせ，そこから防災など多くのことを学
ばせる取組です。現地の人々とのコミュニケーションを経て学生に多くの気づきを与えるであ
ろうこと，今という時期を生かした取り組みである」と評価された。一方で，「学部・学科の
カリキュラムにおける位置づけが明確でない。参加学生を増やす工夫が必要である」と指摘さ
れた。
　YU-GP 制度は教育プログラムの財政的支援であり，本取り組みにおいても大型バスのチャー
ターが可能になり，報告書を作成することができた。しかし，その最大の効果は，学習計画に
対する第3者からのチェックであったと考える。申請段階においては，被災地を見つめ考える
機会を人文学部の学生に提供することが既に前提としてあり，なぜ人文学部でそのような教育
プログラムを実施するのかという理由は振り返ってみると確かに不明確であった。また，参加
学生の確保に関しても，学生の自主性と尊重するあまりに，学生への縛りを極力緩くした学習
計画であったことは否めない。学生のモチベーション維持には努めるが，事後レポート作成し，
担当教員が行う発表会にまで参加できる学生こそが真の意味で「災害復興学」に関心がある学
生であり，残存学生数が本教育プログラムの数的な成果として考えていた。
　このように，YU-GP 制度採択に伴う本教育プログラムに対する指摘は，人文学部で同プロ
グラムを実施する意義と学習機会を提供する側の義務を再認識させるものであり，相応の対応
が必要と判断された。そこで，当初は自由参加型の研修形式での実施を予定していた本教育プ
ログラムを2012年度後期開講科目「地誌学」（講義担当者；山田浩久）に組み込むことで，学
部カリキュラムとの整合性と参加学生の確保を図ることにした。
3－2　シラバスの変更
　「地誌学」は，人文学部人間文化学科で開講されている半期講義（15回，２単位）であり，
その目的は，地域の内容を具体的に指し示し説明していくことを通じて，地誌学的視点の有用
性を学ぶことにある。
　講義内容の変更は，この目的を維持して行われたが，講義のテーマを地誌学の理解から地誌
学的視点を活かした災害復興学の実践に訂正したことと，取り上げる地域を宮城県東松島市に
設定し直したことにより，講義内容は大幅に変更された。とくに，東松島市への訪問は片道２
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が必要と判断された。そこで，当初は自由参加型の研修形式での実施を予定していた本教育プ
ログラムを2012年度後期開講科目「地誌学」（講義担当者；山田浩久）に組み込むことで，学
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3－2　シラバスの変更
　「地誌学」は，人文学部人間文化学科で開講されている半期講義（15回，２単位）であり，
その目的は，地域の内容を具体的に指し示し説明していくことを通じて，地誌学的視点の有用
性を学ぶことにある。
　講義内容の変更は，この目的を維持して行われたが，講義のテーマを地誌学の理解から地誌
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時間の行程を考慮し，他の講義が無い土曜日での実施となり，変則的な時間割となった。さら
に，15回の講義回数を遵守する必要があったことや申請していた予算が減額されて採択された
ことから，現地学習を4回から3回に変更した。また，自由参加型の研修形式から単位取得を
目的とする講義形式での実施となったために，事前レポートによる訪問地区の選択から，事前
レポートを無くして事前講義の受講を前提とする全地区訪問に変更した。
　修正したシラバスは，夏季休業中に大学ホームページ上で差し替えた。さらに，本教育プロ
グラムの紹介を併記した告知用のポスターを後期開始前に掲示し，講義開講時のガイダンスで
は，口頭と印刷物でシラバス修正の理由と内容を説明した。しかし，第１回目の現地学習を終
えた時点で，現地協力者の都合と学生全員の予定を完全に一致させることは不可能であり，全
ての学生を3回の現地学習に全出席させることは難しいことが判明したため，現地学習に１回
あるいは２回しか参加できない学生の理解度の向上と成績評価への配慮を理由に，学習計画を
再々度変更した。主な変更点は以下のとおりである。
　①事前講義の追加
　学生の拘束時間を考慮して１回の現地学習を講義２回分に換算していたが，現地学習を講義
１回分に換算し，講義数を増やした。
　②事後レポートに基づくグループ討論に変更
　第１回目の現地学習で学生が興味深いさまざまな意見を持っていることが分かった。それら
の意見をいきなりグループ討論で集約するよりも，一旦自分の言葉で自分の意見を整理した方
がグループ討論の効果と高められると判断した。そのため，事後レポートをグループ討論の前
に作成させることにした。グループ討論の内容は20点満点で採点することにした。
　③報告会での報告を講義に含め，学生主体での開催に変更
　教員が行う報告会を別に開催するよりも，学生主体の報告会を講義に含めて開催した方が，
学習の理解度を深め，グループ討論への意欲も向上すると判断した。これによって，報告も評
価対象となったため，各自の分担を20点満点で採点することにした。
　④評価方法の変更
　事後レポートを60点満点で採点し，現地学習の理解度を確認するものとした。その際，現地
学習への欠席が評点を大きく下げないよう，現地学習の参加回数で事後レポートを書式を変え，
参加回数に関係なくレポートの総分量を統一した。書式は以下のとおりである。
　　１回参加：６枚×１　（60点×１）
　　２回参加：3枚×２　（30点×２）
　　3回参加：２枚×3　（20点×3）
　　　＊１枚当たりの文字数は40字×30行とし，図表・写真等を張り付けても構わない。
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　なお，学生への周知は講義内における印刷物の配布と担当教員の Facebook を介した連絡に
よって行った。最終的に，講義「地誌学」のシラバスは次のような内容になった。さらに，
YU-GP 制度への申請段階における内容との比較対照のために，修正された教育プログラムの
フローチャートを提示しておく（図２）。
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講義「地誌学」の最終的なシラバス
・テーマ
　現地で学ぶ災害復興学
・講義のねらい
　宮城県東松島市を対象にした現地学習を中心にして，東日本大震災を自分の目と耳で捉え，
地域の実状から自らの考えを整理する。大震災は大きな爪痕を残したが，人々は力強く復興の
道を歩み始めている。自然との共生関係を再度確立しようとする地域住民やボランティアの活
動を理解することによって，地誌学的な観点から地域再生の方向性を探る。
・学生の目標
　地域の歴史的背景や自然環境を理解する。
　震災後，なおも現地に残り，自然との共生を図る住民の地域に対する想いを理解する。
　災害時の情報受発信や市民活動に利用されるソーシャルメディアの有効性を知る。
　地域の実状に応じた市民協働の必要性を理解する。
　地域住民やボランティアの活動に対して，自分なりの意見を持つ。
・授業計画
　10/4 （１） オリエンテーション， 講義概要，学習計画の説明
　10/11 （２） 太平洋沖地震のメカニズム，現地学習の必要性
　10/18 （3） 東松島市の概要
　10/20 （4）【現地学習】大曲地区の津波被害（午前），海苔養殖の復興（午後）
　11/１ （5） 前回現地学習の反省と今後の予定
　11/８ （６） 地震発生から現在までの地域の取組み
　11/10 （７）【現地学習】宮戸島の住民の取組み（午前），仮設住宅の生活（午後）
　11/22 （８） 復興計画
　11/29 （９） 模擬討論
　12/１ （10）【現地学習】行政の取組み（午前），仙石線の復興（午後）
　12/６ （11） 現地学習の総括，レポート作成指導
　　～冬季休業～
　１/17 （12） レポート提出，作成したレポートに基づくグループ討論
　１/24 （13） 作成したレポートに基づくグループ討論
　１/31 （14） 作成したレポートに基づくグループ討論
　２/９ (15) 報告会
　* 3回の現地学習と２月に報告会を別に開催するため，通常時間割の4回分の講義は休講とする
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・成績評価の方法
　　評価基準：現地学習に基づく主張の形成とその提示
　　現地学習の理解度60点，討論20点，報告会での分担20点
　　現地学習の理解度は事後レポートの内容によって確認する
　シラバスは，年度当初に学生に提示され，学生はそれに基づいて年間の学習計画を立て時間
割を考える。本講義では，教育プログラムを組み込む必要が生じたためにシラバスを急遽差し
替えたが，原則として年度内におけるシラバスの差替えはするべきではない。年度途中におけ
るシラバスの差し替えによって，学生が混乱したことは明らかであり，今回の取り組みにおけ
る最も大きな問題点の一つであった。
3－5　事前調査
　現地学習に関しては，八木文明氏の補助を受けた。氏は，東日本大震災の発生当初から救援
ボランティア活動に参加しており，被災地の状況に詳しく，被災者とのネットワークも確立し
ていた。そのため，現地学習に必要な資料の収集や訪問先への挨拶のために行った事前調査に
は２度同行をお願いし，現地協力者との打ち合わせにも同席して頂いた。
　それぞれに本業，本務がある中での打ち合わせでは，彼らに御面倒をおかけしたが，それに
よって現地学習の内容が深まったことは明らかである。また，八木氏と現地協力のコアになっ
て頂いた太田将司氏（大曲地区），尾形功太郎氏（宮戸島地区），新城隼人氏（宮戸島地区），
川村隆弘氏（全地区）には，Facebook の会議室にも登録して頂き，取り組みの期間を通じて
逐次連絡を取り合った。最終的に，現地では東松島市職員5名，住民17名の方に御協力頂くこ
とになった。
3－4　講義の開始
　「地誌学」の履修登録者数40名であり，うち4年次生７名，3年次生16名，２年次生17名で
あり、ほぼ例年どおりの登録者数となった。
　開講初日の2012年10月4日（木）には，現地協力者とのパイプ役をお願いした八木文明氏に
も参加して頂き，震災当時の救援ボランティアの様子についてのお話を伺った。ガイダンスで
は，シラバスの差替えに配慮し，「地誌学」本来の目的と本取り組みとの関連性や今後の講義
日程に関する説明を行った。受講生には一応の理解を得たと思われたが，それらの説明が不十
分であったことが，その後の活動において露呈する。
　10月11日の講義では，人文学部の自然地理学担当教員に依頼し，東日本大震災を引き起こし
た太平洋沖地震の発生メカニズムに関する講義を行った。後半は，担当教員が東松島市の地形
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講義「地誌学」の最終的なシラバス
・テーマ
　現地で学ぶ災害復興学
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　開講初日の2012年10月4日（木）には，現地協力者とのパイプ役をお願いした八木文明氏に
も参加して頂き，震災当時の救援ボランティアの様子についてのお話を伺った。ガイダンスで
は，シラバスの差替えに配慮し，「地誌学」本来の目的と本取り組みとの関連性や今後の講義
日程に関する説明を行った。受講生には一応の理解を得たと思われたが，それらの説明が不十
分であったことが，その後の活動において露呈する。
　10月11日の講義では，人文学部の自然地理学担当教員に依頼し，東日本大震災を引き起こし
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図を配布して，同市の地形的な特徴を説明した。さらに，国土地理院発表の資料をもとにGIS
で作成した地図を提示し，津波被害の状況を説明した。その上で，地図に表しきれない個々の
住民の生活は現地でしか把握できないことに言及し，現地学習の必要性を強調した。
　10月18日の講義では，東松島市の人文環境に関する講義を行った。同市は2005年に矢本町と
鳴瀬町が合併して生まれた新市あるため，まだ市史は編纂されていないが，同市から借用した
矢本町史と鳴瀬町史を参考にして市勢の変遷を紹介した。また，仙台市と石巻市に挟まれた地
理的な位置関係から指摘できる同市の役割や人的・物的流動の要となってきた JR仙石線の重
要性を説明した。これらは現地学習の対象地域を地誌学的な視点で捉えることを目的とするも
のであり，以後の座学講義においても特に注意した点である。
Ⅳ　現地学習
4－1　第1回現地学習の概要
　実施日：2012年10月20日
　参加学生：25名
　テーマ：津波被害の傷跡と産業復興
　行程：
大学集合７：45，出発８：00　山形蔵王 IC →村田 JCT →仙台南 IC →仙台若林 JCT →利府
JCT→矢本 IC→大曲地区へ
バス車内　大曲地区のビデオ（太田氏から借用）の視聴，自己紹介
　10：00～11：00　大曲地区の集落跡の視察
　　資料をもとに津波被害の概略を聞く（太田氏）
　11：00～12：00　「のり工房」でのお話
　　「のり工房」の見学と現在までの道のりについて（のり工房　津田代表）
　12：00～13：00　大曲市民センター　会議室で昼食
→13：15　大曲漁協着
　13：15～14：00　海苔養殖現場視察
　14：00～15：00　海苔養殖業の復興過程に関する説明（太田氏ほか3名），
　15：00～16：00　質疑応答
→大曲漁協発
矢本 IC→利府 JCT→仙台若林 JCT→仙台南 IC→村田 JCT→山形蔵王 IC→山形大学へ
　バス車内　意見交換
　18：00山形大学到着
現地学習を中心にした災害復興学の実践－宮城県東松島市を事例にして－ ―山田
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　第１回目の現地学習のテーマは，「津波被害の爪痕と産業復興」であり，対象地区は，東松
島市内で最も人的被害が大きかった大曲地区である。産業復興に関しては，同市の基幹産業の
一つである海苔養殖業に焦点をあてた（図3）。
　同時地区の現地協力者から，10月の下旬以降は海苔養殖業が繁忙期に入り，現地学習に協力
する時間を取れなくなると連絡されていた。一方で，８：00出発18：00着の行程を学生に課す
ためには，他の講義が無い土日に現地学習を実施する必要があった。その結果，候補は10月第
１，第２，第3週の土日に絞られたが，第１，第２週の土日では事前講義を行うことができな
くなるため，第3週の10月20日に第１回目の現地学習を実施することになった。同日は大学祭
と重なっていたが，参加学生数に大きな変動はないと判断した。
　しかしながら，実施日が近づくにつれ欠席予定者が増え，最終的に現地を訪れた学生は25名
になってしまった。現地学習直前まで参加人数が確定しないという事態によって，点呼や弁当
の清算に多くの時間を費やすことになった。そのため，第２回目の現地学習以降は，学生実習
用の保険料や弁当代金は事前講義内で徴収することにした。昼食の用意を学生個人に任せるこ
とも検討したが，経験的に現地学習中における昼食や昼食場所の確保は難しく，現地での滞在
時間を圧迫することは分かっていた。また，昼食はできるだけ現地で購入してほしいとの要請
もあったため，弁当の一括発注は，参加学生の食品アレルギーの有無に配慮しながら，第２回
目の現地学習以降も継続した。
　これらの事務作業上の問題点を除けば，現地学習は概ね予定どおり進行した。被災地を初め
て訪れる学生も多く，大曲地区の惨状を目の前にして呆然とする者もいたが，参加学生の意欲
は高く，現地での説明は協力者の一人である太田将司氏の下準備のおかげもあり，充実した内
容になった（写真１，写真２）。その後，学生は大曲市民センターに隣接する「のり工房」を
訪れ，海苔の加工機器や製品を見学し，東松島市の特産品として50年以上の歴史を持ち，６年
連続で皇室に献上している海苔について詳細な説明を受けた（写真3）。代表の津田清美氏は
海苔養殖業者の妻であり，彼らが採種した海苔の一部を「のり工房」で加工し販売している。
問屋に一括納品するのが主流の海苔養殖業において，彼女たちの活動はまさに海苔の６次産業
化であり，新たな試みとして着目されている。また，午後に訪れた大曲漁協事務所では，説明
者に海苔養殖業者3名が加わり，海苔養殖業の復興に向けての取り組みが紹介された（写真4）。
災害危険区域（津波防災区域）に指定され，居住地区としての再生が難しくなった大曲地区で，
海苔養殖業の再起にかける若手漁師達の熱意とそれを支援する行政施策に学生は大きな感銘を
受けたようである。活発な質疑応答は終了予定時刻を過ぎても続けられた。
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者に海苔養殖業者3名が加わり，海苔養殖業の復興に向けての取り組みが紹介された（写真4）。
災害危険区域（津波防災区域）に指定され，居住地区としての再生が難しくなった大曲地区で，
海苔養殖業の再起にかける若手漁師達の熱意とそれを支援する行政施策に学生は大きな感銘を
受けたようである。活発な質疑応答は終了予定時刻を過ぎても続けられた。
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　帰路のバス車内では，学生に感想を述べ合ってもらった。以下にその一部を記す。
・いまだに残る被害の傷跡を見て足がすくみました。
・自分の子供に安心して食べさせることができるものを作りたいという海苔養殖業者の方の発
　言に感動しました。
・非被災地に住んでいる自分達の震災に対する考えが薄れていっていることを改めて感じまし
　た。
・全てを失った海苔養殖業者の方達の前向きで真剣な姿勢に胸が熱くなりました。
・現地で頑張っている人達の声を聞いて，逆に自分が元気になりました。
・あまりにも今の自分の環境と違っているので，正直まだぴんときません。
・自分にも何かできることはないか考えてみたいと思います。
・海苔養殖業者の方の話をお聞きして，彼らの笑顔の意味が理解できました。
写真１　大曲地区の状況
写真３　「のり工房」の見学
写真２　現地協力者による説明
写真４　大曲漁協での説明
現地学習を中心にした災害復興学の実践－宮城県東松島市を事例にして－ ―山田
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２ km 
大曲地区
のり工房
大曲漁協
大学発  8:00 
現地着 10:00 
 
現地発 16:00 
大学着 18:00 
三陸自動車道
矢本ＩＣ
２ km 
小野地区
大曲南浜瓦礫集積場
大学発  8:00 
現地着 10:00 
 
現地発 16:45 
大学着 18:30 
小野仮設住宅
宮戸島地区
宮戸島市民センター
三陸自動車道
矢本ＩＣ
図3　第1回現地学習の視察経路
図4　第2回現地学習の視察経路
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　帰路のバス車内では，学生に感想を述べ合ってもらった。以下にその一部を記す。
・いまだに残る被害の傷跡を見て足がすくみました。
・自分の子供に安心して食べさせることができるものを作りたいという海苔養殖業者の方の発
　言に感動しました。
・非被災地に住んでいる自分達の震災に対する考えが薄れていっていることを改めて感じまし
　た。
・全てを失った海苔養殖業者の方達の前向きで真剣な姿勢に胸が熱くなりました。
・現地で頑張っている人達の声を聞いて，逆に自分が元気になりました。
・あまりにも今の自分の環境と違っているので，正直まだぴんときません。
・自分にも何かできることはないか考えてみたいと思います。
・海苔養殖業者の方の話をお聞きして，彼らの笑顔の意味が理解できました。
写真１　大曲地区の状況
写真３　「のり工房」の見学
写真２　現地協力者による説明
写真４　大曲漁協での説明
現地学習を中心にした災害復興学の実践－宮城県東松島市を事例にして－ ―山田
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２ km 
大曲地区
のり工房
大曲漁協
大学発  8:00 
現地着 10:00 
 
現地発 16:00 
大学着 18:00 
三陸自動車道
矢本ＩＣ
２ km 
小野地区
大曲南浜瓦礫集積場
大学発  8:00 
現地着 10:00 
 
現地発 16:45 
大学着 18:30 
小野仮設住宅
宮戸島地区
宮戸島市民センター
三陸自動車道
矢本ＩＣ
図3　第1回現地学習の視察経路
図4　第2回現地学習の視察経路
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4－2　第2回現地学習の概要
　実施日：2012年11月10日
　参加学生：35名
　テーマ：住民の行動と生活
　行程：
大学集合７：45，出発８：00　山形蔵王 IC →村田 JCT →仙台南 IC →仙台若林 JCT →利府
JCT→矢本 IC→大曲瓦礫集積場へ
　バス車内　自己紹介と当日の目的（各参加学生）
　10：00～11：30　大曲字南浜の瓦礫集積場において瓦礫集積の説明
　　東松島市の瓦礫集積の特徴と今後の見通し（建設業協会　橋本会長）
　12：00～13：00　宮戸島市民センター　会議室で昼食
　13：00～14：30　同会議室において被災地住民自身による SNS を利用した支援活動の説明
　ソーシャルメディアによる安否確認からまちづくりまでの軌跡（尾形氏）
　ソーシャルメディアを活用した救援活動の企画と実践（新庄氏）
　14：45～16：45　小野仮設住宅において仮設住宅居住者によるお話
　避難所の生活と現状（武田自治会長ほか13名の居住者）
→16：45　小野仮設住宅発
鳴瀬奥松島 IC→利府 JCT→仙台若林 JCT→仙台南 IC→村田 JCT→山形蔵王 IC→山形大学へ
　バス車内　意見交換
　18：30　山形大学到着
　第２回目の現地学習のテーマは，「住民の行動と生活」である。ここでは，「地域」というよ
りも，「地域社会」や「社会」に視点を向けたため，訪問地区を初めから決めていたわけでは
ない。ただし，地理的に隔絶性の高い宮戸島を訪問することには地誌学的な意義があると思わ
れたため，同地を訪問地区に定め，そこからの移動時間が短い JR仙石線小野駅周辺にある仮
設住宅に訪れることにした。瓦礫集積場については，宮戸島への訪問に伴い，当初は同島周辺
にある集積場を予定していた。しかし，事前の打合せにおいて，東松島市環境課の沼崎裕行主
事から，同市の瓦礫処理のスピードが速く，宮戸島周辺の集積場に残っている瓦礫を大曲字南
浜にある集積場に移動しているとお聞きし，視察する瓦礫集積場を変更した（図4）。
　瓦礫集積場においては，作業を委託されている東松島市建設業協会の橋本孝一会長からお話
をお聞きした。自市の未来に貢献しようとする橋本会長のお話は，明確な理念に基づくたいへ
ん分かりやすいものであった（写真5，写真６）。学生たちは，地元業者が阪神大震災の教訓
を活かした瓦礫処理の準備を怠らなかったことと震災時における住民の徹底した分別が，作業
現地学習を中心にした災害復興学の実践－宮城県東松島市を事例にして－ ―山田
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のスピード・アップとコスト・ダウンに結び付いたことを知り，事前の用意が住民の統制され
た行動に結びつくことを学んだはずである。
　宮戸島市民センターでは，御自身も被災しながらも，震災当初から SNS（Social Network 
System）を利用して情報収集にあたり，それを発信して現地での救援・支援活動に貢献して
いる尾形功太郎氏から，「ソーシャルメディアによる安否確認からまちづくりまでの軌跡」と
題するお話を伺った。併せて，SNS を活用して支援ネットワークを作り，同市で救援・支援
活動を企画，実行している新城隼人氏から「ソーシャルメディアを活用した救援活動の企画と
実践」と題するお話を伺った。
　震災時に活用された SNS の有効性について知ることは，本現地学習で取り上げたかった項
目の一つであったため，事前講義では，Twitter 等の短文投稿サービス（ミニブロク），ブログ，
ホームページといった情報伝達手段の特性やその差異を紹介し，当日の両氏によるお話に備え
た。SNS による活動は，阪神大震災時にはなかったものであるため，各専門領域における研
究が蓄積されておらず，講義内で取り上げる文献には苦労したが，日常的に SNS を利用して
いる学生達の反応は良く，現地学習では活発な質疑応答が行われた。
　本現地学習のもうひとつの目的は，仮設住宅に住む被災者の声を聞くことにあった。訪れた
小野仮設住宅では，「おのくん」と名付けられたソックス・ドールを居住者が作成しており，
仮設住宅地区内でのまとまりは良好と聞いていた（写真７）。そのせいか，武田会長の声かけ
によって集会場に集まった居住者の数は10名を超えた。学生は，5～６人程度のグループに分
かれ，居住者達が涙を流しながら語る体験談や仮設住宅での苦労話を聞いた（写真８）。
　学生は，前回の現地学習において，前向きに活動する海苔養殖業者の話や効果的な産業復興
策の内容を聞いており，前に踏み出せない住民の声や遅々として進まない移転計画の実状を聞
いて，震災に対する住民の反応は多種多様であることやすべての復興計画が遅延なく完璧に行
われているわけではないことに気づき始めた。これは，連続的な現地学習の効果の一つである
と考えられる。
　前回とは異なり，学生参加のイベントと実施日が重ならなかったことや学習計画を再修正し
たことによって参加学生数の把握は容易になったが，理由不明の欠席者は存在し，事務作業上
のさらなる改善が必要と感じた。
　以下は，帰路のバス車内で行われた意見交換の一部である。
　・瓦礫処理の複雑さに驚きました。
　・瓦礫処理を管理している地元民間業者の方の努力に感動しました。
　・ソーシャルメディアの重要性を痛感しました。
　・最終的には人対人の関係が一番大事であると感じました。
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4－2　第2回現地学習の概要
　実施日：2012年11月10日
　参加学生：35名
　テーマ：住民の行動と生活
　行程：
大学集合７：45，出発８：00　山形蔵王 IC →村田 JCT →仙台南 IC →仙台若林 JCT →利府
JCT→矢本 IC→大曲瓦礫集積場へ
　バス車内　自己紹介と当日の目的（各参加学生）
　10：00～11：30　大曲字南浜の瓦礫集積場において瓦礫集積の説明
　　東松島市の瓦礫集積の特徴と今後の見通し（建設業協会　橋本会長）
　12：00～13：00　宮戸島市民センター　会議室で昼食
　13：00～14：30　同会議室において被災地住民自身による SNS を利用した支援活動の説明
　ソーシャルメディアによる安否確認からまちづくりまでの軌跡（尾形氏）
　ソーシャルメディアを活用した救援活動の企画と実践（新庄氏）
　14：45～16：45　小野仮設住宅において仮設住宅居住者によるお話
　避難所の生活と現状（武田自治会長ほか13名の居住者）
→16：45　小野仮設住宅発
鳴瀬奥松島 IC→利府 JCT→仙台若林 JCT→仙台南 IC→村田 JCT→山形蔵王 IC→山形大学へ
　バス車内　意見交換
　18：30　山形大学到着
　第２回目の現地学習のテーマは，「住民の行動と生活」である。ここでは，「地域」というよ
りも，「地域社会」や「社会」に視点を向けたため，訪問地区を初めから決めていたわけでは
ない。ただし，地理的に隔絶性の高い宮戸島を訪問することには地誌学的な意義があると思わ
れたため，同地を訪問地区に定め，そこからの移動時間が短い JR仙石線小野駅周辺にある仮
設住宅に訪れることにした。瓦礫集積場については，宮戸島への訪問に伴い，当初は同島周辺
にある集積場を予定していた。しかし，事前の打合せにおいて，東松島市環境課の沼崎裕行主
事から，同市の瓦礫処理のスピードが速く，宮戸島周辺の集積場に残っている瓦礫を大曲字南
浜にある集積場に移動しているとお聞きし，視察する瓦礫集積場を変更した（図4）。
　瓦礫集積場においては，作業を委託されている東松島市建設業協会の橋本孝一会長からお話
をお聞きした。自市の未来に貢献しようとする橋本会長のお話は，明確な理念に基づくたいへ
ん分かりやすいものであった（写真5，写真６）。学生たちは，地元業者が阪神大震災の教訓
を活かした瓦礫処理の準備を怠らなかったことと震災時における住民の徹底した分別が，作業
現地学習を中心にした災害復興学の実践－宮城県東松島市を事例にして－ ―山田
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のスピード・アップとコスト・ダウンに結び付いたことを知り，事前の用意が住民の統制され
た行動に結びつくことを学んだはずである。
　宮戸島市民センターでは，御自身も被災しながらも，震災当初から SNS（Social Network 
System）を利用して情報収集にあたり，それを発信して現地での救援・支援活動に貢献して
いる尾形功太郎氏から，「ソーシャルメディアによる安否確認からまちづくりまでの軌跡」と
題するお話を伺った。併せて，SNS を活用して支援ネットワークを作り，同市で救援・支援
活動を企画，実行している新城隼人氏から「ソーシャルメディアを活用した救援活動の企画と
実践」と題するお話を伺った。
　震災時に活用された SNS の有効性について知ることは，本現地学習で取り上げたかった項
目の一つであったため，事前講義では，Twitter 等の短文投稿サービス（ミニブロク），ブログ，
ホームページといった情報伝達手段の特性やその差異を紹介し，当日の両氏によるお話に備え
た。SNS による活動は，阪神大震災時にはなかったものであるため，各専門領域における研
究が蓄積されておらず，講義内で取り上げる文献には苦労したが，日常的に SNS を利用して
いる学生達の反応は良く，現地学習では活発な質疑応答が行われた。
　本現地学習のもうひとつの目的は，仮設住宅に住む被災者の声を聞くことにあった。訪れた
小野仮設住宅では，「おのくん」と名付けられたソックス・ドールを居住者が作成しており，
仮設住宅地区内でのまとまりは良好と聞いていた（写真７）。そのせいか，武田会長の声かけ
によって集会場に集まった居住者の数は10名を超えた。学生は，5～６人程度のグループに分
かれ，居住者達が涙を流しながら語る体験談や仮設住宅での苦労話を聞いた（写真８）。
　学生は，前回の現地学習において，前向きに活動する海苔養殖業者の話や効果的な産業復興
策の内容を聞いており，前に踏み出せない住民の声や遅々として進まない移転計画の実状を聞
いて，震災に対する住民の反応は多種多様であることやすべての復興計画が遅延なく完璧に行
われているわけではないことに気づき始めた。これは，連続的な現地学習の効果の一つである
と考えられる。
　前回とは異なり，学生参加のイベントと実施日が重ならなかったことや学習計画を再修正し
たことによって参加学生数の把握は容易になったが，理由不明の欠席者は存在し，事務作業上
のさらなる改善が必要と感じた。
　以下は，帰路のバス車内で行われた意見交換の一部である。
　・瓦礫処理の複雑さに驚きました。
　・瓦礫処理を管理している地元民間業者の方の努力に感動しました。
　・ソーシャルメディアの重要性を痛感しました。
　・最終的には人対人の関係が一番大事であると感じました。
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　・仮設住宅に住む老人に「若い人達に話せて良かった」と言われて嬉しかったです。
　・悲しい話を聞いてあげることの必要性を少し理解できました。
　・自分達のような大学生でも，できることがたくさんあるのだと分かりました。
4－3　第3回現地学習の概要
　実施日：2012年12月1日
　参加学生：31名
　テーマ：行政の復興計画と住民の対応
　行程：
大学集合7:45，出発8:00　山形蔵王 IC →村田 JCT→仙台南 IC →仙台若林 JCT→利府 JCT→
矢本 IC→東松島市役所へ
　バス車内　これまでの感想と当日の目的（各参加学生）
　10:00　東松島市役所　会議室において市職員による説明
写真5　重機による瓦礫の分別 写真６　手作業による瓦礫の分別
写真７　「おのくん」人形 写真８　仮設住宅居住者との懇談
現地学習を中心にした災害復興学の実践－宮城県東松島市を事例にして－ ―山田
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　　被災から現在までの道のり（市民協働課小山課長）
　　復興計画の立案と実施（復興政策課三浦課長）
　12:00～13:00　同会議室にて昼食→ JR 仙石線野蒜駅へ
　13:30～15:00　野蒜駅　駅舎２階集会室における住民のお話
　　地域住民の活動（復旧復興を考える会　坂本会長ほか4名の会員）
　15:30～16:30　質疑応答
　16:30～17:30　現地視察
　　野蒜小学校にて被災住民から当時の体験を聞く（消防団）
→17:30東名地区発
鳴瀬奥松島 IC →利府 JCT →仙台若林 JCT →仙台南 IC →村田 JCT →山形蔵王 IC →山形大学へ
　バス車内　意見交換
　19:30山形大学到着
　第3回目の現地学習のテーマは，「行政の復興計画と住民の対応」であり，対象地区は，JR
仙石線の移設問題で揺れる野蒜地区である。同地区は，大曲地区に次いで人的被害が大きかっ
た地区でもある（図5）。
　事前講義では，同地区の状況を説明した後，学生を住民側と行政側に分け，ロール・プレイ
２ km 
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による模擬討論を行った。主張の勝敗を決めるディベートではなく，互いの意見を聞きながら
一つの意見に収束させていく流れで討論を進めていくと，個人的な希望を満載した住民側の主
張が，最終的な目標に向かって論理的に説得しようとする行政側の主張に圧されてしまう結果
になった。住民を演じた学生は，主張しているにも関わらず，それを貫き通せないことのもど
かしさを実感したようである。
　模擬討論を行った学生達は，全員が第１回現地学習と第２回現地学習の双方に参加している
わけではなかったが，参加した現地学習の内容を相互に報告しあうことで，悲しみを越えて前
に進みだしている住民がいる一方で前に進もうという意識はあるもののなかなか前に踏み出せ
ない住民もいることや，すべの行政施策が一律に効果をあげているわけではないという現実を
確認しあっていた。学生達のこのような行動は，前回の事前講義においては観察されず，現地
学習の内容を彼らなりに咀嚼していることを感じさせた。
　当日は，まず，東松島市役所に赴き，市民協働課の小山修課長に同市の取り組みについて概
略をお聞きし，その後，住民の移転計画に直接携わっている復興政策課の三浦薫課長にその詳
細な説明をお願いした（写真９，写真10）。丁寧な配布資料を基にした２時間にわたる説明によっ
て，復興計画の立案・実施に伴う様々な問題とそれらに対応しようとしている市の真摯な姿勢
がよく分かった。国や県との調整を図りながら市の動向を定める難しさや各地区の実状に配慮
しつつ全市民に公平なサービスを提供しなければならない苦労は現場の職員が一番知っている
ところであり，学生の理解度は大きく向上したと思われる。
　昼食後，場所を JR 仙石線野蒜駅の２階集会室に移し，「復興政策を考える会」の坂本雅信
会長と4名の会員の方から，復興計画に対する野蒜地区住民の対応について，お話を伺った（写
真11，写真12）。質疑応答は，坂本会長の提案で各会員を囲んでの談話となり，学生は住民の
生の声を聞くことができた。坂本会長らには，震災当初の避難場所となった野蒜小学校も案内
して頂き，消防団の方からお話を伺ったが，滞在時間を大幅に超過してしまったために，質疑
応答の時間を確保出来なかった。
　学生は，事前講義における模擬討論において，行政の姿勢と住民の対応との間で発生する「ズ
レ」を認識していた。その上で，実際に市から復興計画の内容を説明され，現地住民の声を聞
くと，まさに同様な現象が生じていることが分かり，帰路のバス内での意見交換では，住民活
動への参加や意見集約の重要性を指摘する学生が多くみられた。ただし，どちらかが間違って
いるという議論ではないため，自らの意見をまとめられない学生もいた。午前に住民のお話，
午後に行政からの説明というように，訪れる場所の順番を変えただけでも学生の意見は変わっ
たかもしれない。
　第１回目，第２回目の反省を踏まえて，出欠確認や集金には学生内で担当者を決めて対応し
たため，最終の第3回現地学習では理由不明の欠席者はいなくなり，事務作業の効率も向上した。
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　帰路のバス車内で行われた意見交換において，学生から示された意見・感想の一部を以下に
記す。
・行政側の考え，個人の考えの違いに驚きました。
・どちらが間違っているということではなく，それぞれに対する理解が必要だと感じました。
・今後1000年の安全を考えるべきか，今後100年の安全を考えるべきか自分でも分からなくな
　りました。
・駅だけが丘陵部に移転したら残る住民の方の生活はどうなるか心配です。
・時間の予算の制限の中で計画を立案しなければならない行政の難しさを実感しました。
・行政にしても住民にしても，決めなければならない人の苦労が分かりました。
・参加することの重要性をもっとしっかり考えたいと思います。
写真11　野蒜地区の現地協力者の方々 写真12　現地協力者による説明
写真９　災害対策本部が置かれた会議室
　　　　　で行われた市職員による説明
写真10　会議室に残る寄せ書き
（東京都大田区から寄せられたもの）
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4－4　学生レポート
　第3回目の現地学習終了後，レポート作成指導の講義を１回分設け，事後レポートの作成を
冬季休業中の課題とした。学生から提出されたレポートは報告書に掲載することにした。同報
告集へのレポート掲載にあたっては，学生に掲載の諾否を尋ね，否と答えた学生のレポートは
掲載しないことにした。また，匿名での掲載を希望した学生については，執筆者名をイニシャ
ルにした。なお，学生にはレポート掲載の可否及び匿名での掲載が，成績評価に一切影響しな
いことを伝えた。その結果，
　　第１回現地学習のレポート：参加学生25名，報告書掲載21編
　　第２回現地学習のレポート：参加学生35名，報告書掲載33編
　　第3回現地学習のレポート：参加学生31名，報告書形成28編
となり，計82編の事後レポートを報告書に掲載した。
Ⅴ　報告会
5－1　グループ討論
　冬季休業中の課題として提出させた現地学習に関する事後レポートをもとに，年明け後はグ
ループ討論を行った。
　１月最初の講義では，学生達に3回の現地学習で興味をもった事柄を挙げさせ，同様の事柄
に興味をもった学生同士で６つのグループを作らせた。各グループのテーマと学生数は以下の
とおりである。なお，「地誌学」の履修登録者数は40名であったが，発表会まで履修を継続し
た学生は38名（4年次生5名，3年次生16名，２年次生17名）であった。結果的に4年次生２
名が活動を継続できなかったが，卒論作成を抱えて参加していたことを考えれば，致し方ない
と思われる。
　　第１班　東松島市矢本の海苔養殖　5名
　　第２班　東松島市の瓦礫処理の特徴　７名
　　第3班　東松島市の瓦礫処理の問題点と今後　5名
　　第4班　災害時における SNS の役割　７名
　　第5班　仮設住宅での生活　６名
　　第６班　復興計画に対する住民の反応　８名
　現地学習の内容から見ると，第１班のテーマは第１回目，第２，3，4，5班のテーマは第２
回目，第６班のテーマは第3回目の現地学習の内容と合致する。第２回目の現地学習は，訪れ
た場所が多く，参加学生数も最多であったため（参加学生数35名），グループが分かれるであ
ろうことは事前に予想されたが，同回の現地学習の内容がとくに濃かったわけではない。学生
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は友人同士でグループを組む傾向があり，共通して参加できた現地学習の中で発表のテーマを
見つけようとしたために，第２回目の現地学習の内容に発表が集中したと考えられる。また，
第１回目，第3回目と比べると，第２回目の現地学習で訪れた場所や現地での話の内容が，「住
民の行動と生活」という学習テーマのなかでどのように位置づけられるのか，うまく理解され
ていなかったために，訪問場所ごとでの発表になってしまったとも考えられる。
　事前講義において，各現地学習の意図は十分に伝えたつもりであったが，半期15回の枠内に
事後講義を入れることができなかったために，各現地学習の小活を行えなかった。グループ討
論の前に，担当教員の側から発表テーマを与え，学生を割り振ることも検討したが，今回の報
告では学生の自主性を最優先に考えたため，発表テーマにもグループ作りにも教員からの誘導
は行わないことにした。
　グループ討論の時間は，グループを作った１月17日を含め，同月24日，31日の3回であり，
それぞれ役割分担，資料の持ち寄り，全体の構成にあてた。学生は，この時間のほかにも個々
に連絡を取り合い，レジュメ及びスライドを作成し，発表原稿を書いて発表練習をしていたよ
うである（写真13）。担当教員は，3回の講義時間内に発表の技術的な指導をグループ単位で
行い，各学生の負担が均等であるかどうかをチェックした。
写真13　講義時間内でのグループ討論 写真14　報告風景
写真15　学生からの質疑 写真16　北川人文学部長からの総評
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は友人同士でグループを組む傾向があり，共通して参加できた現地学習の中で発表のテーマを
見つけようとしたために，第２回目の現地学習の内容に発表が集中したと考えられる。また，
第１回目，第3回目と比べると，第２回目の現地学習で訪れた場所や現地での話の内容が，「住
民の行動と生活」という学習テーマのなかでどのように位置づけられるのか，うまく理解され
ていなかったために，訪問場所ごとでの発表になってしまったとも考えられる。
　事前講義において，各現地学習の意図は十分に伝えたつもりであったが，半期15回の枠内に
事後講義を入れることができなかったために，各現地学習の小活を行えなかった。グループ討
論の前に，担当教員の側から発表テーマを与え，学生を割り振ることも検討したが，今回の報
告では学生の自主性を最優先に考えたため，発表テーマにもグループ作りにも教員からの誘導
は行わないことにした。
　グループ討論の時間は，グループを作った１月17日を含め，同月24日，31日の3回であり，
それぞれ役割分担，資料の持ち寄り，全体の構成にあてた。学生は，この時間のほかにも個々
に連絡を取り合い，レジュメ及びスライドを作成し，発表原稿を書いて発表練習をしていたよ
うである（写真13）。担当教員は，3回の講義時間内に発表の技術的な指導をグループ単位で
行い，各学生の負担が均等であるかどうかをチェックした。
写真13　講義時間内でのグループ討論 写真14　報告風景
写真15　学生からの質疑 写真16　北川人文学部長からの総評
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5－2　報告会におけるグループ発表
　学生達は，2013年２月９日，大学コンソーシアムやまがた「ゆうキャンパス・ステーション」
において，グループ討論の結果を発表した。報告会には，北川忠明人文学部長，阿部宏慈統括
教育ディレクター，履修学生33名のほか，東松島市職員，山形大学 EM部教員，一般学生4
名が参加し，参加者総数は42名となった（写真14，写真15，写真16）。
　発表時間は20分（発表15分，質疑5分）とし，レジュメとスライドは発表会前に提出させて，
担当教員が印刷して当日参加者に配布した。発表はいずれもよくまとまっており，現地学習を，
インターネット，新聞，雑誌，論文等から補足するといった内容的にも十分なものであった。
さらに，学生達はそこから得られた知見をもとに自らの考えも提示し，単なる感想に終わらな
い政策提言や復興に対する所信表明で発表を締めくくった。
Ⅶ　おわりに
　現地調査は，地誌学の第一歩であり，必要不可欠な作業である。学生達は，今回の講義を通
じてそれを実感したはずである。地誌学は地域の現況把握に徹する地理学の基礎領域であり，
災害を多様な視点から捉えようとする「災害復興学」全般を網羅するものではないが，被災前
の景観や生活が災害によって急変した有り様を，自分の目と耳で確認することなしに，災害を
語ることはできないであろう。その意味で，「災害復興学」を地誌学の講義に組み込んで実践
したことに間違いはなかったと確信する。
　学生達は本講義において，参加した現地学習に関するレポートを書き，それをもとにしたグ
ループ討論を経て報告会に臨み，自己の意見と他者の意見との整合を図った。提出された学生
のレポートや発表資料（レジュメ，スライド）は技術的な未熟さは残るものの，その内容はい
ずれも予想以上の仕上がりとなった。これらの成果を今後に活かすことを前提にして，講義「地
誌学」の効果と問題点を以下にまとめる。
成果：
・地理学担当教員は，「災害復興学」を講義に取り込む機会を与えられ，講義の多様性を確認
することが出来た。
・地域調査を必要としない領域を専攻する学生に対し，現場で東日本大震災を見つめ考える機
会を提供することが出来た。
・参加学生は，自らの目で見た光景と自らの耳で聞いた現地職員の意見や住民の声に基づいて，
自分の意見をまとめようとするようになった。
・参加学生は，明確なテーマ設定のもとで，現地調査の基礎を身につけることが出来た。
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・参加学生は，グループ討論によって，意見の主張と集約の方法を学ぶことが出来た。
・参加学生は，報告会での報告によって，報告に至るまでの行程を知り，発表原稿の書き方や
スライド作成の技術を学ぶことが出来た。
・参加学生は，大学生の持つ可能性を被災者から教えられ，「自分でもできる」という自信を
もつようになった。
問題点：
・年度途中でのシラバスの差し替えによって学生を混乱させた。
・現地協力者の都合と学生全員の予定を一致させることは不可能であり，現地学習に履修者全
員を参加させることが出来なかった。
・メールや SNS を活用して対教員及び学生間の連絡を取り合ったものの，レポートや報告会
資料の提出が遅れ，作業に遅延が発生した。
・現地視察や昼食時において，PTSD やアレルギーの有無などの情報を知っておく必要があっ
たが，個人情報に関わる問題でもあり，必要な情報を得る方法を見つけることが出来なかった。
　地震発生から１年半が経過した時点においても現地に残る津波被害の痛々しい爪痕を見た学
生達の反応は様々であったが，何かをしなければならない，或いは，何かを考えなければなら
ない，という感情が芽生えたことは，その後の彼らの現地学習に対する参加姿勢から十分に伺
い知ることができた。その「何か」を彼ら自身が納得のいく形でイメージできるようになるこ
とこそが，「災害復興学」の最終的な到達目標であると思われる。
　履修学生40名のうち，17名の２年次生の多くは，震災当時，高校3年生であり，支援活動に
関心があっても，入学準備や大学での新生活に慣れることで精一杯であったであろう。また，
3年次生（16名），4年次生（７名）に関しても，本学人文学部は女子学生の比率が高く，汚
泥処理のような力仕事で支援活動に貢献することは難しいと判断していた。これは，支援の仕
方やその参加方法を知らなかったためであり，「災害復興学」において今後取り組んでいかな
ければならない課題でもある。
　しかしながら，学生ができる支援活動はボランティアだけではない。現状を見つめ考えるこ
とも，また重要な支援の形であると考える。今後，長期化するであろう災害復興を担っていく
のは彼らであり，学生時代に災害についてじっくり考えることは，社会に出てからの仕事や復
興支援に大きく影響することは必至であるからである。やらなければならないことが予め決
まっており，その作業に没頭しなければならないボランティアが即時的で達成感のある支援の
形であるのに対し，被災地における行政の計画や住民の声を参考にしながら，現状を客観的に
見つめ考えることは長期的で主張性の高い支援の形であると言えよう。現地を見る，そして現
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況に至るまでの過程を解明するといった地理学の基礎領域である地誌学が，それに果たす役割
を伝えられたのではないだろうか。
　学生達が前述の「何か」をイメージできるようになるのに要する時間には個人差があるだろ
うし，そのイメージを将来にどう生かしていくのかはまだ分からない。しかし，学生達は，現
地学習の回を重ねるごとに，明確な目的意識を持つようになり，前回の現地学習で得た情報を
取り込みながら次の現地学習に臨むようになった。
　学生は，１回目，２回目の現地学習で，前に踏み出せる住民がいる一方でそれが出来ない住
民もいるという現実や，計画通りに進行する事業と多くの問題を抱え試行錯誤を繰り返しなが
ら進められる事業があるという行政側の実状を知った。それらを踏まえ，3回目の現地学習の
前に行った行政側と住民側に分かれてのロール・プレイによる模擬討論では，形式的な議論に
陥ることなく，彼ら自身が悩み，考えるような討論を展開することができた。また，１回目或
いは２回目の現地学習に参加できなかった学生に対して，参加した学生が現地の状況を説明す
る様子も見られ，彼らが見聞きした内容を自身に取り込んでいることを窺い知ることができた。
彼らが本講義で得た知見を成績評価の対象だけに終わらせてしまうのは誠に残念であり，それ
らを彼らの将来に繋げていくような講義や指導を行っていくことが担当教員らに課せられた責
務であると考える。
　教育プログラムを組み込んだ講義「地誌学」の実施で明らかになった点は，現地学習は「災
害復興学」の実践にきわめて有効であることはもちろん，レポート作成やプレゼンテーション
能力の向上にも大きな効果を上げるという点であるが，それらの教育は継続することによって
相乗的な効果をもたらす。また，現地学習に至る事務作業上の過程で指摘された問題点の大半
も，同様な講義を継続することによって徐々に解消されていくと考えられる。もちろん，最大
の問題であったシラバスの差し替えも不要となる。
　現地学習を講義に組み込むこと自体は新しい取り組みとは言えないが，支援の形が対個人か
ら対社会へ移行しつつある現在において，被災地のために何かしなければならないと思いつつ
も，何から始めていいか分からない学生達に，まず現地に行って「見る」ことから始める「地
誌学」という講義の中で，「災害復興学」を紹介することができたことは，大きな意義を有し
ていると思われる。被災県の隣接県に位置する大学として，被災地に対する学生の関心を高め，
それを維持していくために，今後も同様な教育プログラムの実施が必要であろう。それは学内
外に大学の姿勢を表明するためにも重要なことである。
　地域調査を専門とする地理学研究者として，或いは本教育プログラムの実施担当者として言
えることは，このような試みを単年度で終えてしまうことは，何もしないよりも現地の行政職
員や住民を落胆させるということである。お世話になった方々に対する御礼や真の意味での地
域貢献を考えても，継続こそが重要な取り組みであると言える。
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　今後，同様な教育プログラムを授業科目に組み込んで実施するのであれば，重複履修を認め
て，学習テーマや訪問場所を変えていく必要がある。ただし，大人数の講義形式での科目開講
では学生全員の時間調整や事務連絡の徹底が困難になるため，受け入れ学生数を減らした演習
形式での科目開講が望ましい。
　結論として，現地学習による「災害復興学」の教育効果を最大限に引き出し，その問題点を
最小限に抑えるためには，演習科目での開講を継続すべきであるということになる。自由参加
型の研修形式での実施の方が作業上の手間はかからないが，それでは学生のモチベーションを
維持できない。本教育プログラムにおいても，当初はそのような形での実施を予定していたが，
結果的に，授業科目に組み込むことによって，見学だけに終わらない思考過程を学生達に教授
することができた。
　本教育プログラムで学生達が得た知見を発展させ，彼らの将来に繋げていくために，今後も
同様な活動を継続していく所存であるが，同時に，大学側にも「災害復興学」に触れる学習機
会の創出とそのために必要な財政的支援の継続を期待する。
　本教育プログラムは山形大学 YU-GP 制度（2012年度）による財政的支援を受けた。現地調査に際しては，
山形県長井市で東日本大震災発生当初より救援・支援活動を続けている八木文明氏にお世話になった。ま
た，現地では，東松島市市民協働課の小山修課長，岡田憲主事，同市復興政策課の三浦薫課長，同市環境
課の沼崎裕行主事に対応して頂き，小山氏，岡田氏には山形市内で開催した学生報告会にも参加して頂い
た。また，第１回現地学習では，太田将司氏，津田清美氏，第２回現地学習では，橋本孝一氏，尾形功太
郎氏，新城隼人氏，武田文子氏，第3回現地学習では坂本雅信氏からそれぞれに説明や意見を頂いた。川
村隆弘氏には各回の弁当の手配をお願いした。このほかにも，ここに記載しきれない数の住民の方々から
サポートして頂き，現地学習を成立させることができた。ここに付して，厚く感謝の意を表したい。
注
１）「スマイル・エンジン」の活動自体は現在も継続中である。
２）　事実，一部の心無い訪問者の行為が被災地住民の心情を逆撫でするような問題が発生し
ている。
3）　山形大学では，教育改革を進めるための教育プログラムを年度ごと実施している。各教
育プログラムには，その編成や学習指導の方針に責任を持つ教育ディレクターが配置されてお
り，教育ディレクター会議によって学部横断的な連携も図られる。統括教育ディレクターは学
部内の教育ディレクターを統括する。
山形大学紀要（社会科学）第44巻第１号
― 24 ―
況に至るまでの過程を解明するといった地理学の基礎領域である地誌学が，それに果たす役割
を伝えられたのではないだろうか。
　学生達が前述の「何か」をイメージできるようになるのに要する時間には個人差があるだろ
うし，そのイメージを将来にどう生かしていくのかはまだ分からない。しかし，学生達は，現
地学習の回を重ねるごとに，明確な目的意識を持つようになり，前回の現地学習で得た情報を
取り込みながら次の現地学習に臨むようになった。
　学生は，１回目，２回目の現地学習で，前に踏み出せる住民がいる一方でそれが出来ない住
民もいるという現実や，計画通りに進行する事業と多くの問題を抱え試行錯誤を繰り返しなが
ら進められる事業があるという行政側の実状を知った。それらを踏まえ，3回目の現地学習の
前に行った行政側と住民側に分かれてのロール・プレイによる模擬討論では，形式的な議論に
陥ることなく，彼ら自身が悩み，考えるような討論を展開することができた。また，１回目或
いは２回目の現地学習に参加できなかった学生に対して，参加した学生が現地の状況を説明す
る様子も見られ，彼らが見聞きした内容を自身に取り込んでいることを窺い知ることができた。
彼らが本講義で得た知見を成績評価の対象だけに終わらせてしまうのは誠に残念であり，それ
らを彼らの将来に繋げていくような講義や指導を行っていくことが担当教員らに課せられた責
務であると考える。
　教育プログラムを組み込んだ講義「地誌学」の実施で明らかになった点は，現地学習は「災
害復興学」の実践にきわめて有効であることはもちろん，レポート作成やプレゼンテーション
能力の向上にも大きな効果を上げるという点であるが，それらの教育は継続することによって
相乗的な効果をもたらす。また，現地学習に至る事務作業上の過程で指摘された問題点の大半
も，同様な講義を継続することによって徐々に解消されていくと考えられる。もちろん，最大
の問題であったシラバスの差し替えも不要となる。
　現地学習を講義に組み込むこと自体は新しい取り組みとは言えないが，支援の形が対個人か
ら対社会へ移行しつつある現在において，被災地のために何かしなければならないと思いつつ
も，何から始めていいか分からない学生達に，まず現地に行って「見る」ことから始める「地
誌学」という講義の中で，「災害復興学」を紹介することができたことは，大きな意義を有し
ていると思われる。被災県の隣接県に位置する大学として，被災地に対する学生の関心を高め，
それを維持していくために，今後も同様な教育プログラムの実施が必要であろう。それは学内
外に大学の姿勢を表明するためにも重要なことである。
　地域調査を専門とする地理学研究者として，或いは本教育プログラムの実施担当者として言
えることは，このような試みを単年度で終えてしまうことは，何もしないよりも現地の行政職
員や住民を落胆させるということである。お世話になった方々に対する御礼や真の意味での地
域貢献を考えても，継続こそが重要な取り組みであると言える。
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　今後，同様な教育プログラムを授業科目に組み込んで実施するのであれば，重複履修を認め
て，学習テーマや訪問場所を変えていく必要がある。ただし，大人数の講義形式での科目開講
では学生全員の時間調整や事務連絡の徹底が困難になるため，受け入れ学生数を減らした演習
形式での科目開講が望ましい。
　結論として，現地学習による「災害復興学」の教育効果を最大限に引き出し，その問題点を
最小限に抑えるためには，演習科目での開講を継続すべきであるということになる。自由参加
型の研修形式での実施の方が作業上の手間はかからないが，それでは学生のモチベーションを
維持できない。本教育プログラムにおいても，当初はそのような形での実施を予定していたが，
結果的に，授業科目に組み込むことによって，見学だけに終わらない思考過程を学生達に教授
することができた。
　本教育プログラムで学生達が得た知見を発展させ，彼らの将来に繋げていくために，今後も
同様な活動を継続していく所存であるが，同時に，大学側にも「災害復興学」に触れる学習機
会の創出とそのために必要な財政的支援の継続を期待する。
　本教育プログラムは山形大学 YU-GP 制度（2012年度）による財政的支援を受けた。現地調査に際しては，
山形県長井市で東日本大震災発生当初より救援・支援活動を続けている八木文明氏にお世話になった。ま
た，現地では，東松島市市民協働課の小山修課長，岡田憲主事，同市復興政策課の三浦薫課長，同市環境
課の沼崎裕行主事に対応して頂き，小山氏，岡田氏には山形市内で開催した学生報告会にも参加して頂い
た。また，第１回現地学習では，太田将司氏，津田清美氏，第２回現地学習では，橋本孝一氏，尾形功太
郎氏，新城隼人氏，武田文子氏，第3回現地学習では坂本雅信氏からそれぞれに説明や意見を頂いた。川
村隆弘氏には各回の弁当の手配をお願いした。このほかにも，ここに記載しきれない数の住民の方々から
サポートして頂き，現地学習を成立させることができた。ここに付して，厚く感謝の意を表したい。
注
１）「スマイル・エンジン」の活動自体は現在も継続中である。
２）　事実，一部の心無い訪問者の行為が被災地住民の心情を逆撫でするような問題が発生し
ている。
3）　山形大学では，教育改革を進めるための教育プログラムを年度ごと実施している。各教
育プログラムには，その編成や学習指導の方針に責任を持つ教育ディレクターが配置されてお
り，教育ディレクター会議によって学部横断的な連携も図られる。統括教育ディレクターは学
部内の教育ディレクターを統括する。
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The Significance of Disaster Recovery Studies Based on Fieldwork;
A Case Study of Higashimatsushima City, Miyagi Prefecture
YAMADA Hirohisa
  This paper examines the practice of Saigai Fukko Gaku, an educational program at 
Yamagata University in Japan pertaining to disaster recovery. This program mainly 
comprises thrice conducting fieldwork in Higashimatsushima City in Miyagi Prefecture. 
Higashimatsushima is a seaside city in the Pacific Ocean; during the Great East Japan 
Earthquake, it suffered extensive damage from tsunamis. Students attended lectures twice 
before each field trip and created reports after the trip. Group discussions were held on the 
basis of the reports, and each group presented its results at the final meeting. Regardless of 
budget issues, a program of this type is necessary in university education. Students received 
the opportunity to carefully and independently think about disaster recovery and steps for 
providing timely assistance.
  This program was adopted in 2012 and was supported by the education program YU-GP of 
Yamagata University.
